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概　　　　要
Human immunodeficiency virus（HIV）感染症があまり流行していない地方都市では、広くHIV
検査を呼びかけるよりも、リスクの明確な人に勧める方が効果的であり、今後の感染予防を考える
いい機会にもなることから、パートナー健診が極めて重要と考えられている。
当院では原則として初診時に性行動に関して問診し、初診あるいはなるべく早い時期にパートナ
ー健診の必要性をほぼ全員に説明し検査を勧めている。ただし現時点では説明パンフレットなどは
作成しておらず、口頭のみで説明しているのが現状である。またパートナー健診の対象は、過去に
性交渉のあった相手を勧めているものの、患者自身にまかせているのが実情であり、検査場所も特
定していない。結果として当院で診療したHIV／エイズ症例42名の内、パートナーが特定でき検査
が施行された例は21名であり、検査を受けたパートナーの中から新たに６名のHIV感染者が判明し
た。なおパートナーが不特定あるいは不明のため、パートナー健診が未実施であるHIV／エイズ症
例は21名であった。
今回、岡山県内のエイズ治療拠点病院に対し、パートナー健診に対するアンケート調査を施行し
たので、現状と課題について報告する。
キーワード：HIV感染症、パートナー健診、アンケート調査、岡山県
Abstract
In local cities where HIV infection is not very prevalent, medical examination of partners is
believed to be very important, because it is more effective to encourage people obviously at risk
to undergo HIV screening than to widely promote HIV screening, and it also provides a good
opportunity for the partners to think about prevention of future infection.
At our institution, as a general rule, we ask our patients about their sexual behaviors at the
first examination, and provide an explanation about the necessity of medical examination of the
partners, to almost all patients at the time of the first examination, or at the earliest time
possible, and recommend the examination. At present, however, we do not have any leaflets, etc.,
to help in the explanation, and verbal information alone is provided. Moreover, although we
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１．はじめに
岡山県ではHIV感染症の正確な知識の習得や
HIV感染者／エイズ患者のより深い理解と異職
種間の連携の形成を目的に、全国に先駆けて
1994年５月に「岡山HIV診療ネットワーク」が
結成された。特別講演会２回を含めた定例会を
年６回計画し、これまでに93回開催されている。
これにより早くから拠点病院間での医療連携が
構築され、県内10のエイズ治療拠点病院すべて
において実際にHIV／エイズ診療に携わってき
た実績がある。2007年４月には川崎医科大学附
属病院が中核拠点病院に選定された１）。
2008年12月末時点において岡山県のHIV感染
者累計は47人、エイズ患者累計は36人だが、県
外届出患者数を考慮すると、行政公表数の120％
強の約100人が、県内で診療を受けていると予
想される。しかし“いきなりエイズ”を発症し
て診断される症例が多く、より早期の発見が望
まれる。すでにヨーロッパにおいては、医療機
関でのルチン検査やパートナー健診制度が確立
され、早期診断の成果があげられている２，３）。
国内では性感染症患者のパートナーに検査を
勧める制度は確立しておらず、現状も明らかに
されていない。本稿ではHIV感染症患者のパー
トナーにHIV抗体検査を勧めることを“パート
ナー健診勧奨”と位置づけ、岡山県のHIV感染
症診療における現状と課題を明らかにすること
を目的とした。
２．調査の方法
岡山県内に10病院あるエイズ治療拠点病院に
在籍し、主にHIV診療を担当する医師を対象と
したアンケート調査を2008年９月に行った。調
査内容は、2007年10月に実施されたパートナー
検査に関する全国調査（調査担当者：堀 成美
氏）に準じ４）、質問紙を郵送し配布・回収を行
った。調査項目はHIV診療体制、診療経験、県
内のHIV診療動向の認識度、パートナー健診勧
奨に重要な要素、健診の現状、健診勧奨の方法、
健診の実績、その他自由記載についての設問を
設定した。なお回答は無記名とした。この結果
を全国調査の報告書５）と比較して、岡山県の現
状と課題を検討した。
３．結果および考察　
HIV診療に関わる医師16名宛てに、質問紙を
郵送し、13名から返送された。回収率は81.3％
で、有効回答率も81.3％であった。
（１）HIV診療体制（図１）
HIV診療を行う医師は、各施設１～３名の少
人数にとどまっているのが圧倒的に多かった。
また医療チームに看護師、薬剤師、ソーシャル
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encourage all those who have ever had sexual relations with the patients to undergo
examination, we leave it to the patients to decide whether or not they actually encourage their
partners to undergo the examination. Furthermore, we also do not specify the places that the
partners should visit for the examination. As a result, we have succeeded in identifying the
partners and having them undergo the examination in only 21 of the 42 cases of HIV/AIDS at
our institution. Among the partners examined at our institution, 6 new HIV carriers were
identified. Partners' examination could not be performed in the remaining 21 cases of HIV/AIDS,
because the partners were unspecified or unknown.
In this study, we conducted a questionnaire survey about partners' examination at key
hospitals in the treatment of AIDS in Okayama Prefecture. The current status and problems are
reported.
Key words：HIV infection, medical examination of partners, questionnaire survey,
Okayama Prefecture
川崎紀要35号  10.2.4 17:37  ページ 13
ワーカー（MSW）などはほぼ参加しているも
のの、カウンセラー／臨床心理士が配置されて
いる施設はわずかであった。
（２）HIV診療経験（図２）
診療経験数は、10症例以下と答える医師が
84.6％を占めた。全国調査では10症例以下と答
える回答者は約45％であったので、本研究はよ
り経験数の少ない医師を対象にしているといえ
る。また半数以上の医師が2000年以降になって
から初めてHIV診療に携わっており、現在の
key drugであるプロテアーゼ阻害薬が海外で
認可された1995年以前から経験している医師は
１名だけであった。
（３）岡山県のHIV診療動向の認識度（図３）
岡山県におけるHIV感染者／エイズ患者の新
規報告数は、2008年は21名（絶対数で全国第14
位、対人口当たりで全国第７位）であり明らか
な広がりをみせている。しかし調査では31％の
医師がどちらともいえない、あるいはそう思わ
ないと回答している。現時点では絶対数が少な
いため、一部の拠点病院に症例が集中している
傾向を反映していると思われる。「院内の体制
整備」、「予防教育」、「保健所での検査」につい
ては、できていると思うに回答した医師はわず
かで、まだまだ不備であるとした見解で一致し
ている。
（４）パートナー健診勧奨に重要な要素（図４）
「法的根拠」や「ガイドライン整備」を重要
とする回答は、それぞれ８％、23％であり、現
場の医師にとってさほど重要視していないこと
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が明らかとなった。また「スタッフ確保」や
「時間の確保」を重視するという傾向が把握さ
れた。いずれにしろ「パートナー健診勧奨に重
要な要素」に関する意見は、全国調査の結果と
ほぼ同様であった。
（５）パートナー健診の現状（図５）
「パートナー健診が必要であることをほぼ全
員に話す」と回答した医師は76.9％であり、全
国調査の66.5％を上まわった。また63.6％の医
師が、初診時あるいはなるべく早い時期に話す
ように心掛けていることが明らかとなった。設
問９で「診療科の方針が決まっている」と回答
したのは０％であり、パートナー健診勧奨は
個々の医師の判断に委ねられているといえる。
（６）パートナー健診勧奨の方法（図６）
パートナー健診の説明方法は「口頭のみで説
明」が91％で最も多く、印刷資料を作成し説明
に利用している施設はなかった。検査場所につ
いては、主に自施設での検査を勧めている傾向
がみられたが、地域性を考慮して積極的に他の
エイズ拠点病院を紹介することも今後は必要に
なると思われた。
（７）パートナー健診の実績（図７，８，９）
患者にパートナー健診を勧めた経験のある医
師は100％であったが、その結果新規のHIV症
例把握のある医師は１名（９％）にとどまった。
全国調査では、パートナー健診により実に
37.2％の医師が新規のHIV症例を診断し得てい
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ることから、より積極的に介入していく必要が
あると思われる。設問14からは多くの患者がパ
ートナー健診の重要性を理解していることが読
み取れるが、設問15でみられるようにパートナ
ー健診が実際に行われ、その結果がどうであっ
たかを医師が十分把握しているとは言い難い。
パートナー健診を勧めるだけではなく、その結
果を遡及的に調査していく努力も今後求められ
るであろう。
パートナー健診により新規にHIV症例が把握
されたのは、当院のケースである。当院では
HIV／エイズ症例 42名の内、パートナーが特
定でき検査が施行された例は21名であり、検査
を受けたパートナーの中から新たに６名のHIV
感染者が判明している。なおパートナーが不特
定あるいは不明のため、パートナー健診が未実
施であるHIV／エイズ症例は21名にのぼった。
（８）自由記載
自由記載欄には「地域限定の印刷物を作成し
てほしい」、「パートナー告知に要する時間を診
療報酬（基本料以外）として算定できないか」、
「HIV抗体検査は、全て保険診療の適応とする
べき」などの意見が寄せられた。またパートナ
ーへのカウンセリング制度が確立できていない
現状から、法整備を望む意見も少なからずみら
れた。
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４．おわりに
現在のHIV感染症の急増は、無症候期にあっ
て感染を自覚していない人からの拡大であるこ
とが示されている６）。その意味でもパートナー
健診勧奨によって、無症候期にある新規HIV感
染者を把握することは極めて重要である。今回
のアンケート調査により、診療経験の少ない臨
床医であっても、パートナーへのHIV健診勧奨
は積極的にできることが示された。アンケート
調査はそれ自体が教育であり有効な啓発手段で
あることから、今回の調査が今後のパートナー
健診勧奨に対する新たな動機付けになることが
期待される。
条件の整備によって現在積極的にはパートナ
ー健診勧奨を実施していない医師への啓発・支
援が可能になり実施率向上へつながることが明
らかにされている７）。今回の調査では、この整
備すべき条件が、「医師の時間確保」と「MSW
等のサポートスタッフの充実」であることが浮
き彫りとなった。これらを解決していくために、
異職種間の連携の形成を目的に結成された岡山
HIV診療ネットワークの役割はさらに大きくな
っていくと考えられる。
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